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～税の使い道は有権者が決める
有権者の代わりに国会で決める～



①2025年4月～：
公立・私立一律２年間11万8800円の就学支援金の
所得制限撤廃,公立高校を実質的に無償化
②2026年4月～：
私立高校を対象に加算される就学支援金の上限額の所得制限
を撤廃し、私立の全国平均の授業料である
45万7000円に引き上げ。

〜2段階の無償化〜





～総務委員会での主な議論～



•

•



•





•

•



•

•



①ユニバーサルサービスの確保
NTTの電話の提供義務を見直し、電話・ブロードバンドともに
複数事業者が連携して全国をカバーする最終補償提供義務を設ける。
②NTTT東西の業務範囲規律の見直し
NTT東西の県域業務規制は撤廃するなど、業務範囲の規制を緩和する。
③通信インフラの維持・緩和
NTT東西の線路敷設基盤の譲渡等を認可対象にする。
インフラ事業者へ適正公平な利用等を担保した上で公益事業特権を付与する。
④電気通信番号の見直し
番号使用計画の認定の欠格事由に特殊詐欺犯を追加する。





トランプ相互関税の要点は、
①全ての国や地域に一律で10%、日本は24%。
中国やEUは報復関税を積極的に検討する。
→関税が関税を呼ぶ「貿易戦争」へ
4月9日、各国の反対・米国債の相次ぐ売り等に
より、相互関税一時停止
②自動車・鉄鋼・アルミニウムについて米国の
日本からの輸入関税は２５％









日米通用問題対策本部本部⾧
重徳和彦の主な発言

自動車等への追加関税に対して、
「経済上、経営上、そして雇用に対する大変な影響が懸念をされる」
「交渉カードの可能性を検討し、国際社会との緊密な連携の下、
厳しく交渉を進めるべき」
2019年締結の日米貿易協定について安倍首相（当時）は国会で
「協定が確実に履行されている間、日本の自動車・自動車部品に対して
追加関税は課されないことをトランプ大統領に確認している。
「国内の産業・雇用を守るため、党を挙げて取り組んでいく。」
関税は「中小下請け企業への影響が大きい。」「（常任理事会で）
金融モラトリアム法・コロナのゼロゼロ融資を徹底的にやるよう指示」



①租税条約

②JICA法

③航空協定

④WTOサービス協定

⑤ASEANセンター



日本はアルメニア・トルクメニスタン・ウクライナと

租税条約を締結した。それぞれの条約で、二重課税の除去の

ための規定を拡充することや（配当・利子等の課税を制限）

国際的な脱税・租税回避行為を防止するための規定を拡充。



JICAは政府開発援助（ODA）を執行する実務機関である。
近年、国の厳しい財務状況を背景に、運用の効率化が
課題となっている。今回の改正法では、民間企業からの
投資や融資を呼び込むために、JICAが途上国の
企業に対し、債券の発行を支援したり、融資の補償を
行ったりできるようにする。





WTOサービス協定：サービス分野において、
各加盟国や地域が自由化を約束するものだが、
これは有志国間の取り組みで成立した。
WTOの機能不全が指摘される中、日本が
サービス協定のような有志国の取り組みを
リードし、WTOの改革をするべきではないか。



ASEANセンターへの義務的拠出金の分担率改定の
過程で、国会に条約を提出する必要がない
→国会軽視では？
それに関連して、国会と条約の関わりが、
転機を迎えているのでは？
→大平３原則（国会に報告すべき、あるいは承認
を得るべき条約についての原則）の見直しを
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憲法審査会の議論
（3月から4月）



～選挙困難事態の立法事実～



•



TOPIC!





TOPIC!

衆議院解散時、参議院の緊急集会が可能になる。

ポイント・・・

①首相を選べるか等について
②70日を超えて開催できるか



放送CMは投票２週間前から規制というのが現状の法案
論点：それ以前から規制をするべきではないか？

ネットCMの規制が必要ではないか？
（昨今、放送CMよりネットCMが数を増している。）



～情報化社会による社会変容と憲法～
情報化社会による問題点として階議員の主張は…
① 知らぬ間に内心の自由が侵される
②選挙や国民投票等民主主義のあり方に影響を及ぼす
③プロファイリングにより「個人の人格的自律」
が脅かされる
④誹謗・偽情報・個人情報の発信拡散
⑤公文書管理・情報公開制度不備による知る権利形骸化





4月１0日憲法審査会
TOPIC

前提：
インターネットの台頭で、フェイクニュースが横行して
いる。
実際に、2024年東京都知事選挙や、兵庫県知事選挙では
フェイクニュースが選挙の結果に影響を及ぼしている。
このような状況において、ファクトチェック団体の重要
性が増している。



偽誤情報(フェイクニュース)対策：
偽誤情報は名誉毀損や法令違反になる場合違法
情報になるが、それにあたらない情報を削除
することは表現の自由の観点で問題を生じさせる。
事業者等の透明性・アカウンタビリティ確保が限
定的という評価。→協議会の設置・広告の事前審
査・情報削除・アカウント停止等で対策



4月17日憲法審査会幹事懇談会の議論

～今後の憲法審査会～
4月24日：臨時国会招集期限（憲法53条）
5月8日：解散権制限（憲法7条）

テーマ：
国民投票時における、広報協議会の具体的

なイメージについて
（広報協議会は憲法改正案の国民に対する広
報に関する事務等を行う。）
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